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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、経営理念「森六グループは、未来を先取りする創造力と優れた技術で高い価値を共創し、時を越えて、グローバル社会に貢献
します。」の実践を通じて、持続的かつ中長期的な企業価値の増大を実現するため、透明性・公平性を保ちつつ、迅速な意思決定を行うとともに、
顧客、取引先、従業員、地域社会、株主等すべてのステークホルダーと緊密な関係の構築を図ることにより信頼に応え社会的責任を果たしていく
ことを基本方針としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則3-1-3：サステナビリティについての取り組み】

　当社は、事業を通じた環境負荷低減や、地域への貢献を通じて、持続可能な社会の実現を目指しております。

　従業員それぞれの能力や個性を最大限に発揮し、いきいきと働く環境・職場づくりを推進しております。また、サステナブル領域の材料や製品に
も更に注力し、知的財産の拡大および活用を進め、中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。

　気候変動は企業経営においてリスクと機会になり得ることより、グループ全社で取り組む必要があると認識しており、TCFD等の枠組みに基づく
開示の質と量の充実を進めてまいります。

【補充原則4-1-3：CEO等の後継者計画】

　当社では、代表取締役社長等の後継者（次期経営陣幹部）計画の策定・実施を経営戦略上の重要な項目として位置付けており、持続的成長を
支える次世代の経営幹部の育成については、毎年数名選抜して経営者育成研修や人事異動の配置転換を通じて、必要な経験や知識を身につけ
る機会を計画的に提供しています。

　今後は、指名・報酬諮問委員会にて、代表取締役社長等の後継者計画の策定と運用を進め、取締役会で育成計画と育成状況を適切に監督し
てまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4：株式の政策保有に関する方針】

　当社は、以下の方針により上場株式を取得・保有しております。　

(ⅰ)当社は、取引関係の維持・強化の必要性、中長期的な経済合理性、将来の見通し、保有に伴う便益とリスク等を検討し、合理性が認められた
場合のみ、上場株式の政策保有を認めております。

(ⅱ) 保有する場合は、取締役会において、取引額や利益率などの定量評価、将来の見通しなど定性評価をもとに、保有効果等を毎年見直し、保

有継続可否等の意思決定をしております。当社は検証結果に基づき、2019年度、2020年度に一部株式を売却しました。

(ⅲ) 当社が保有する上場株式の議決権行使に際しては、当該議案が投資先企業の中長期的な企業価値に与える影響等を総合的に勘案し、各

議案の賛否を検討します。

【原則1-7：関連当事者間の取引】

　当社は、当社取締役との取引又は利益相反取引については、取締役会で審議・承認のうえ実行することとしています。

　主要株主・関係会社等の関連当事者との取引については、その適正性を確保するために、関連当事者取引管理規定を定め、関連当事者との取
引を把握・管理するとともに、関連当事者取引に該当する場合には、当該取引の必要性、経済的合理性、取引条件の妥当性を確認したうえで、当
該規定に基づく承認・決裁手続を実施するものとしています。

【補充原則2-4-1：中核人材の登用等における多様性の確保】

　当社では、多様な人材の成長なくして森六の成長なし、という考え方のもと、多様な人材の確保、登用に取り組んでおります。年齢・性別・国籍・
障がい、価値観といった、様々な違いを従業員一人ひとりが認め合い、チーム力を発揮し活かし合っていくこと。それこそが、経営理念にも掲げた
「未来を先取りする創造力」の具現化につながると考えています。

＜女性の管理職への登用＞

　当社の女性管理職比率の2021年実績は10％を超えており、グループ会社では初の内部昇格による女性執行役員も誕生しました。

　2025年に当社の女性管理職比率を２倍の20％程度、グループ会社での女性管理職比率は2021年実績の2.3％を２倍の５％程度にすることを目
指しております。

　新卒採用者（総合職）における女性採用割合は、当社では50％を維持、グループ会社では25％を目標に採用を強化するとともに、社員の自律的
な成長をサポートし女性社員を対象としたキャリア意識醸成に継続的に取り組み、管理職層の女性社員を増やしてまいります。

＜外国人の管理職への登用＞

　当社では、国籍を問わない人材採用を積極的に進めており、グループ会社での外国人人材は、現在は18人が在籍し、うち３人が管理職として活
躍しております。また、海外関係会社においては、カナダ、米国、中国、韓国、タイ、インド、フィリピンの各法人において取締役を外国人人材が
担っており、うち２名は女性です。

　今後も外国人人材の育成や登用を積極的に進め、2025年までに海外関係会社社長ポジションへの外国人人材登用を３名以上に拡大する予定
です。



＜中途採用者の管理職への登用＞

　当社では、専門性の高い人材や将来の当社グループのビジネスに必要な技術・経験・スキルを有する人材の中途採用を進め、グループ会社で
の中途採用者の管理職への登用は30％を超えております。

　引き続き、毎年の新規採用者数の50％程度を中途採用者とし、多様性を強化してまいります。

＜多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況＞

　当社では、従業員それぞれの能力や個性を最大限発揮し、いきいきと働く環境・職場づくりを実現するため、多様な価値観や新たなアイディアを
受け入れ活用する企業風土づくりや、そのための管理職向け研修の実施、フレックスタイム制や在宅勤務等働く場所にとらわれない柔軟な働き方
を推進しています。また、2019年よりダイバーシティ推進委員会を発足させ、多様な人材の活躍が『未来を先取る創造力』へつながる姿を描きなが
ら、新たな制度や仕組みづくりに積極的に取り組んでおります。

【原則2-6：企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　確定給付年金の積立金については、政策的資産構成割合を策定し、人事担当部署、経理・財務担当部署において関連知識をもった者が運用機
関と対話・協議を行いながら運用しています。

　資産を運用するにあたっては、スチュワードシップ・コードの受入れを表明している運用機関に年金資産の運用を委託しております。さらに、委託
先の運用機関による運用状況について、人事担当部署、経理・財務担当部署が各運用機関を定期的にモニタリングし、必要に応じて策定済みの
政策的資産構成割合を見直し、改定を実施していく体制を構築しています。

　また、当該部署の者を外部の研修・セミナーに参加させることにより、運用に関わる市場動向の確認や知識の向上を図っております。

　なお、利益相反の管理は、個別の投資先企業の選定や議決権行使を運用委託機関へ一任することで、適切に行われております。

【原則3-1：情報開示の充実】

(ⅰ) 経営理念や経営戦略、経営計画

　経営理念： 当社ホームページに掲載しております。

　経営戦略・経営計画： 2019年度を初年度とする中期経営計画を策定し、当社ホームページに掲載しております。

(ⅱ) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書の「Ｉ.１.基本的な考え方」に記載しております。

(ⅲ) 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当っての方針と手続

　取締役の報酬額は、指名・報酬諮問委員会における審議を経て、株主総会で決定された報酬枠の範囲で、取締役会において決定しております。
詳細は、本報告書「Ⅱ.１.機関構成・組織運営等に係る事項」の【取締役報酬関係】をご参照ください。

(ⅳ) 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　執行役員については、業務上の経験・知識・専門性を有する者を候補者とし、取締役会で審議・決議しております。

　取締役については、高い識見と能力を持ち、ステークホルダーの視点を踏まえた提言を行うことができる者を候補者として選定し、取締役会で審
議・決議し、株主総会に付議しております。手続きとしては、代表権のある取締役が上記方針に基づき合致した人材を選定、判断に足りる資料を
事前に配布、取締役会にて議長が独立社外取締役に発言を促した上で決定しており、取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任は十分担保
されているものと考えております。

　監査役については、業務執行の監査を的確かつ公正に遂行できる知識及び経験を有している者を候補者として選定し、監査役会の同意を得た
うえで取締役会で審議・決議し、株主総会に付議しております。

(ⅴ) 取締役会が上記(ⅳ)を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　株主総会招集通知に個々の選任・指名理由を記載しております。

【補充原則4-1-1：取締役会の決定事項及び経営陣に対する委任の範囲】

　取締役会は、経営方針その他の経営上の重要事項及び法令・定款・取締役会規定により取締役会決議とされている重要な業務執行の意思決
定を行うこととしております。

　取締役会議案以外については、社長、担当役員等の決裁とするなどの基準を設け、当該基準を職務権限規定で定めております。

【原則4-9：独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、会社法に定める社外取締役の要件及び証券取引所が定める独立性基準に従い、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの
独立した立場で社外取締役としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に独立社外取締役を選任しております。

【補充原則4-10-1：指名委員会・報酬委員会の設置】

　当社における現在の取締役会の構成は、取締役総数５名のうち、３名が独立社外取締役となっております。

　取締役及び監査役の指名、報酬については、取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任の強化が必要であることより、取締役会の諮問機関
として、独立社外取締役が委員長を務める任意の指名・報酬諮問委員会を設置しております。

　指名・報酬諮問委員会は、社外取締役２名と社内取締役１名で構成されており、独立社外取締役が過半数を占めることで、独立性・客観性を高
めております。

【補充原則4-11-1：取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　取締役会における充実した議論による重要な業務執行の意思決定及び適切な業務執行の監督・監査機能を高いレベルで発揮するため、当社
の取締役会にとって重要と考える知識・経験を備えた人材を取締役および監査役に選任しています。また、独立社外取締役は、他社での経営経
験を有する者を含んでおります。

　当社取締役・監査役が有する知識や経験をまとめたスキル・マトリックスを当該報告書の最終頁に記載しております。

【補充原則4-11-2：取締役・監査役の他の上場会社の役員兼任状況】

　取締役及び監査役並びにそれらの候補者の重要な兼職（他の上場会社の役員を含む）の状況については、株主総会招集通知、有価証券報告
書及びコーポレート・ガバナンス報告書を通じ、毎年開示しております。

【補充原則4-11-3：取締役会の実効性評価】

　当社は、昨年より、１年に1度、自社リソースで取締役会の実効性を評価し、その結果と具体的な改善策を取締役会で報告し、これを実行するこ
とで取締役会の機能を高める取り組みを継続的に行っております。

　2021年３月期は、取締役会の構成及び運営、取締役会での審議、意思決定・監督について評価を実施した結果、取締役会の実効性は概ね確保
できていることを確認しました。昨年より、改善に取り組んでおります経営戦略・事業戦略に関する審議の活性化については、引き続き継続してま
いります。また、今年度は、来期より始まる第13次中期経営計画やコーポレートガバナンス・コードの改訂を踏まえ、「経営戦略・事業戦略」「取締
役会の実効性評価」について議論を実施しており、引き続き中長期的な企業価値の向上に努めてまいります。

【補充原則4-14-2：取締役及び監査役に対するトレーニングの方針】



　当社は、社内取締役及び社内監査役の就任に際しては、取締役・監査役として遵守すべき法的な義務、果たすべき役割及び責務について習得
するための研修の受講を義務づけております。

　また、取締役・監査役の就任後につきましても、必要な知識の習得や適切な更新、果たすべき役割及び責務の理解促進のための研修を実施し
ております。

【原則5-1：株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、株主との間で建設的な対話を行っております。

　ＩＲ担当部署（広報・ＩＲ部）は、当社ホームページにてＩＲ情報を提供するとともに、株主からの意見等の経営幹部へのフィードバックに努めており
ます。

　インサイダー取引防止規定を定め、インサイダー情報の漏洩防止に努めております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀行再信託分・三井化学株式会社退職給付信託口） 1,416,000 8.54

森六従業員持株会 1,289,206 7.78

三井物産株式会社 1,128,000 6.81

森　茂 1,056,060 6.37

本田技研工業株式会社 792,000 4.78

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 696,000 4.20

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 616,400 3.72

株式会社阿波銀行 526,000 3.17

山田　佳子 291,782 1.76

森　豊子 289,547 1.75

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　所有株式数の割合は、自己株式（388,628株）を控除して計算しており、小数点以下第３位を四捨五入しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

柴田　幸一郎 弁護士

平井　謙一 他の会社の出身者

大塚　亮 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



柴田　幸一郎 ○ ―――

　弁護士として長年にわたり活躍され、保有資
格に関連して法令・企業統治に関する専門的
な見識、第二東京弁護士会綱紀委員に携わっ
て豊富な経験及び高い倫理観を有しており、独
立した立場から取締役などの業務執行を監督
いただくことで、当社取締役会の機能強化が期
待されるため選任しています。

　なお、同氏は、過去に社外役員となること以
外の方法で会社経営に関与したことはありませ
んが、上記の理由により社外取締役として、そ
の職務を適切に遂行していただけると判断して
おります。

　また、金融商品取引所が定める独立性基準
に記載の事項に該当する人的関係、取引関係
等はなく、当社経営陣から独立した立場で社外
役員としての職務を遂行できる十分な独立性
が確保できると判断し、独立役員と指定してお
ります。

平井　謙一 ○ ―――

　自動車および化学業界で会社経営に携わり、
これまで培ってこられた経理・財務分野におけ
る豊富な経験と高い見識、また、企業経営に関
する深い知識をもとに、独立した立場から取締
役などの業務執行を監督いただくことで、当社
取締役会の機能強化が期待されるため選任し
ています。

　また、金融商品取引所が定める独立性基準
に記載の事項に該当する人的関係、取引関係
等はなく、当社経営陣から独立した立場で社外
役員としての職務を遂行できる十分な独立性
が確保できると判断し、独立役員と指定してお
ります。

大塚　亮 ○ ―――

　長年にわたり製造業会社で代表取締役を務
められており、これまで培ってこられた経営全
般における豊富な経験と高い見識、また、企業
経営に関する深い知識をもとに、独立した立場
から取締役などの業務執行を監督いただくこと
で、当社取締役会の機能強化が期待されるた
め選任しています。

　また、金融商品取引所が定める独立性基準
に記載の事項に該当する人的関係、取引関係
等はなく、当社経営陣から独立した立場で社外
役員としての職務を遂行できる十分な独立性
が確保できると判断し、独立役員と指定してお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

＜委員の構成＞

　指名・報酬諮問委員会は、取締役会の決議により選任された５名以内の委員で構成され、過半数を社外取締役とし、委員長は社外取締役より
選定します。現在の指名・報酬諮問委員会は、委員長に柴田幸一郎（社外取締役）、委員は平井謙一（社外取締役）、栗田尚（代表取締役）の３名
で構成しております。

＜主な審議事項＞

　・取締役、監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続きの策定に関する事項

　・取締役、監査役候補者の選任に関する事項

　・後継者計画に関する事項



　・役員の報酬に係わる方針の策定に関する事項

　・報酬総額及び個人別の報酬案に関する事項

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、内部監査部門である内部監査室と定期的に情報交換を行っているほか、会計監査人及び内部監査室と、それぞれの監査計画、監査
結果等につき意見交換を行うなど、それぞれの独立性に配慮しつつ、相互に連携を図り監査を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

川島　正 弁護士

古川　富二男 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

川島　正 ○ ―――

　弁護士及び公認会計士として、会社法などの
企業法務並びに財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しており、これを当社の監査に活
かしていただきたいためです。

　また、当社との間に金融商品取引所が定める
独立性基準に記載の事項に該当する人的関
係、取引関係等はなく、また、その他の特別の
利害関係もないため、独立役員と指定しており
ます。



古川　富二男 ○ ―――

　長年にわたり国税庁において要職を歴任し、
税務に加えて財務・会計にも精通し、経営全般
を監督する十分な見識を有しており、これを当
社の監査に活かしていただきたいためです。

　また、当社との間に金融商品取引所が定める
独立性基準に記載の事項に該当する人的関
係、取引関係等はなく、また、その他の特別の
利害関係もないため、独立役員と指定しており
ます。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外取締役及び社外監査役の全てを独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　業績連動型報酬は賞与及び業績連動の株式報酬により構成され、業績連動報酬の報酬総額に占める割合は、概ね35%程度となるように設定し
ております。

　賞与は短期のインセンティブ報酬として、事業年度ごとの会社業績（当事業年度は連結売上高、連結営業利益）に基づき変動する業績連動の金
銭報酬としています。賞与の基準額は、目標達成度等に応じて基本報酬額に役位別に設定された係数を乗じることにより決定し、毎年、一定の時
期に支給します。

　株式報酬は中長期の業績と企業価値向上に対するインセンティブ報酬として、会社業績や経営指標等に基づき変動する、業績連動の譲渡制限
付株式報酬としています。原則として、中期経営計画の初年度に付与します。在任期間中に株式が付与されることで、株主との一層の価値共有を
進めるものとします。付与する株式数は、基本報酬に対する割合で設定され、中期経営計画に掲げる主要な経営指標（第12次中期経営計画最終
年度の連結売上高と連結営業利益）を用い、指標を達成したことを譲渡制限解除の条件としています。

　なお、社外取締役には、社外の立場から客観的な意見や指摘をいただくことを期待しており、その立場に鑑み、業績連動報酬制度を導入してい
ないため固定基本報酬のみを支給しています。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書及び事業報告において、取締役及び監査役に対する報酬の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、当社の役員の報酬制度を「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づき、企業価値の持続的な向上を図るために、持続
的な成長に不可欠な人材を確保・維持し、動機付けるための仕組み」と位置づけております。また、役員報酬の水準については、当社の事業内容
及び経営環境を考慮しながら、当社と同規模の主要企業における役員報酬水準等の指標との比較検証を行っております。

　当社の取締役報酬（社外取締役を除く）は固定基本報酬、賞与及び株式報酬により構成され、株主総会で承認された報酬総額の範囲内におい
て、指名・報酬諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で報酬総額を決定する手続きとなっております。また、取締役の個人別の固定基本報酬と賞
与の決定は、代表取締役社長に委任しています。その権限の内容は、各取締役の固定基本報酬額および各取締役の当該事業年度の業績を踏
まえた賞与額の決定であり、代表取締役社長は指名・報酬諮問委員会の答申に基づきこれを決定します。なお、株式報酬は、指名・報酬諮問委
員会の答申を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議します。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

１．社外取締役のサポート体制

　社外取締役に対しては、取締役及び事務局より取締役会に付議される議案等の内容について、必要に応じて適時に説明しております。

２．社外監査役のサポート体制

　社外監査役に対しては、常勤監査役が取締役会に付議される議案等の内容について、事前に説明するとともに、常勤監査役が監査役会にて往
査の結果等、日常的な監査で得られた情報を報告し、情報の共有を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【取締役会】

　取締役会は取締役会規定に基づき、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、経営に関する重要事項の意
思決定及び業務執行の監督を行っております。取締役は本報告書提出日現在５名であり、そのうち３名が社外取締役であり、３名とも独立役員と
して金融商品取引所に届出をしています。独立役員である社外取締役の選任にあたっては、会社法に定める社外取締役の要件及び金融商品取
引所が定める独立性基準に従い、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる十分な
独立性が確保できることを前提に判断しております。社外取締役に対しては、経営の意思決定の妥当性と透明性の確保及び向上のために、取締
役の業務執行を監督・評価するとともに、専門知識・経験に基づき、中立的な立場から有益な助言を行うことを期待しております。

　取締役の職務遂行に係る情報については、適切かつ確実に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状況を維持しております。

　なお、取締役会において実質的な議論を可能とするため、取締役の員数を９名以内とする旨を定款に定めております。

【監査役会】

　各監査役は取締役会に出席して意見を述べるとともに、監査役会による監査を軸に取締役の職務遂行における経営の適法性、健全性を監視し
ております。

　監査役は本書提出日現在４名であり、そのうち２名が社外監査役であり、２名とも独立役員として金融商品取引所に届出をしています。独立役員
である社外監査役の選任にあたっては、会社法に定める社外監査役の要件及び金融商品取引所が定める独立性基準に従い、経歴や当社との
関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に判断しておりま
す。社外監査役に対しては、経営への監視機能を強化するため、専門的見地及びより独立した立場から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保することを期待しております。

　監査役による監査が実効的に行われることを確保するため、取締役及び使用人から職務の執行状況を聴取し、稟議書その他業務執行に係る重
要な文書を閲覧できる体制、業務執行に係る報告を求められた場合速やかに報告する体制を構築しております。

【業務執行役員体制】

　経営監督機能と業務執行機能の役割分担を図るため、執行役員制度を導入しております。

　現在、執行役員は、取締役との兼務２名を含む３名であります。

【会計監査】

　当社は、有限責任あずさ監査法人による監査を受けております。

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、次のとおりであります。

　　・三上　伸也

　　・岩宮　晋伍

【責任限定契約の内容の概要】

　当社と各取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令に定める額のいずれか高い額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、社外取締役３名を含む取締役会において、経営の重要な意思決定及び各取締役の業務執行の監督を行うとともに、監査役会設置会社
として、取締役会から独立した社外監査役２名を含む監査役及び監査役会により、各取締役の職務執行状況等の監査を実施しております。

　現状の体制により、業務執行に対する監督・監査は適切に機能していると判断しており、現状の体制が最適であると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 　招集通知の早期発送を実施するとともに、当社ホームページにも掲載しております。

電磁的方法による議決権の行使 　電磁的方法による議決権の行使を採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　㈱ICJが運営する機関投資家向け議決権プラットフォームを導入しており、次回の株主
総会より利用可能となります。

招集通知（要約）の英文での提供 　招集通知（要約）の英訳版を作成し、当社ホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
　個人投資家向けのイベントや説明会に積極的に参加しておりますが、新型コ
ロナウイルスの感染状況を鑑み現在は参加を見合わせています。終息後は個
人投資家向け説明会を再開する予定です。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　年度決算及び第２四半期決算（予定）の年２回、決算説明会を開催しており
ます。説明会資料は、当社ホームページに、掲載しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
　現状、説明会は実施しておりませんが、決算や中期経営計画の説明資料、
コーポレート・ガバナンスに関する報告書を英訳し、当社ホームページに掲載し
ております。今後も海外投資家向けの情報配信の充実に努めてまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載
　決算短信や業績予想等の適時開示資料、年次報告書及び株主総会招集通
知を掲載しております。（詳細は、https://www.moriroku.co.jp/ir/index.htmlをご
参照願います。）

IRに関する部署（担当者）の設置 　広報・IR部を担当部署としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　ステークホルダーの要請に応えるために、当社グループの役職員一人ひとりが実践すべ
き行動の指針として、「森六グループ行動指針」を制定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社および主要な事業会社の事業領域において、目的・目標を定めて地球環境負荷低
減活動に取り組むとともに、教育・広報活動等により社員全員の環境意識の向上、地域の
環境活動への積極的な参加により、社会から高い信頼を得られるよう努めております。

　また、新型コロナ感染症対策支援などの社会貢献活動にも取り組んでおります。（詳細は
https://www.moriroku.co.jp/sustainability/environment/iso.htmlをご参照願います。）

その他

【両立支援制度の拡充について】

　当社は育児や介護など、個々の制約を抱える社員が安心して働き、キャリア継続できる
環境を整えております。子の看護休暇や短期介護休暇の有休化（法定基準：無給）　など、
法定基準を上回る両立支援施策も行っております。

【働き方改革について】

　当社はフレックスタイム制の導入や、在宅勤務の推進等働く場所にとらわれない勤務な
どの柔軟な働き方を推進し、生産性を高め、能力を十分に発揮できる環境づくりに取り組
んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社及び当社子会社からなる当社グループは、内部統制をコーポレートガバナンス強化のための重要な要素と認識し、当社取締役会で決議し
た基本方針に基づき内部統制システムを整備・運用しております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

【基本方針】

(1) 当社グループの役員及び従業員に適用する行動指針として、法令、社内規則及び企業倫理等の遵守に関する「森六グループ行動指針」を策

定し、その周知徹底を図る。

(2) 当社グループにおける法令、社内規則及び企業倫理等の遵守に関する通報・相談ができる窓口として、業務執行ラインから独立した「コンプラ

イアンス相談窓口」を設置・運用する。

(3) 当社グループにおける法令、社内規則及び企業倫理等の遵守状況のモニタリングを実施し、当該モニタリングの結果により把握された問題点

につき、必要な是正措置を行う。

(4) 当社グループにおける内部統制システムについて、当社の内部監査室が整備・運用状況の内部監査を行い、監査役が取締役会決議の内容

及び取締役による整備・運用状況を監視・検証する。

【整備・運用状況の概要】

(1) 当社グループの役員及び従業員に適用する行動指針として、「森六グループ行動指針」を策定し、その小冊子を作成して配布するなど、その

周知徹底を図っております。

(2)　当社及び当社子会社において定期的にコンプライアンス研修を実施し、コンプライアンス意識の啓発を図っております。

(3)　当社グループにおける法令等の遵守に関する通報・相談の窓口として、「森六グループ 内部通報・相談窓口」を社内及び社外に設置し、定期

的にその周知を図り、通報・相談があった案件への対応をしております。

(4)　当社グループにおける法令等の遵守状況について、内部監査室及び法務知財室が監査又はモニタリングを実施し、当該監査又はモニタリン
グの結果により把握された問題点につき、必要な是正措置を行っております。

(5)　当社グループにおける内部統制システムについて、内部監査室が内部統制担当部門による内部統制推進業務の状況について内部監査を行
い、監査役が取締役会決議の内容及び内部統制システムの整備・運用状況を検証しております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

【基本方針】

　取締役の職務執行に係る情報は、「取締役会規定」並びに文書管理及び情報管理に関するその他の社内規則に従い、文書又は電磁的記録に
より作成・保存・管理し、取締役及び監査役が必要に応じて閲覧可能な体制を整備・運用する。

【整備・運用状況の概要】

　取締役の職務執行に係る情報は、「取締役会規定」並びに文書管理及び情報管理に関するその他の社内規則に従い、各担当部署が適切に保
存及び管理しており、取締役及び監査役が必要に応じて閲覧可能な状態になっております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

【基本方針】

(1) 当社グループにおける事業活動に関連するリスクを管理するための規則・体制を整備・運用する。

(2) 当社又は当社子会社に重大な影響を及ぼす可能性のある事故・災害に迅速かつ的確な対応を図るための体制を整備・運用する。

(3) 社内外の事業環境の変化に応じて、リスクの評価、並びにリスク管理及び事故・災害対応の体制・運用を見直す。

【整備・運用状況の概要】

(1) 「森六グループ リスク管理基本方針」及び「森六グループ リスク管理規定」を定め、それらに従い各社においてリスクの把握、評価及び対応等

を行い、リスクの評価及び優先対応リスクを定期的に見直すとともに、各社における優先対応リスクへの対応状況について定期的に確認しており
ます。

(2) 事故・災害に迅速かつ的確な対応を図るために、「国内危機管理規定」、「海外危機管理規定」その他の危機管理に関する社内規定及びガイド

ラインを定め、それらに従い事故・災害が発生した場合には対応することになっております。また、毎年定期的に安否確認訓練を実施しておりま
す。

４．取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

【基本方針】

(1) 当社グループにおける適正かつ効率的な業務執行のための職務分掌・権限及び意思決定に関する規則・体制を整備・運用する。

(2) 当社及び当社グループの経営方針、中期計画、年度計画等の事業運営に関する方針を策定し、それらの周知徹底を図る。

【整備・運用状況の概要】

(1) 「職務権限規定」、「職務権限表」及び「業務分掌規定」を定め、それらに従い効率的な意思決定及び職務の執行が行われております。

(2) 当社グループにおける３か年の中期計画及び当社グループ各社の年度事業計画を定め、それらの計画に基づき各社及び各部署が具体的な

業務推進計画を立案し、業務を執行しております。

５．当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

【基本方針】

(1) 当社子会社における業務執行について、当社の事前承認・報告を義務づける契約又は規則及び体制を整備・運用する。

(2) 当社子会社における重要な課題・コンプライアンス問題等を早期に把握・対応するための報告体制を整備・運用する。

【整備・運用状況の概要】

(1) 関係会社は、「関係会社管理規定」に規定された事項について、必要に応じて当社に報告するとともに、重要な事項については当社の承認を

得ることとし、森六グループの連携体制を確立しております。

(2) 当社及び主要な子会社においては、監査役制度を採用し、監査役が取締役の職務執行を監査することによってその実効性を高めるべく取り組

んでおります。監査役は、取締役会をはじめ各種重要な会議に出席し、監査方針・監査計画に従って、取締役の職務執行を監査する体制をとって
おります。

(3) 当社の内部監査室は「内部監査規定」に基づき、関係会社も対象として監査を統括又は実施し、横断的なリスク管理体制及びコンプライアンス

体制の構築を図り、一体的に業務の適正化を確保しております。

(4) 関係会社における重要な課題・コンプライアンス問題等を早期に把握・対応するために、「森六グループ内部統制基本規定」において報告体制

を定め、それに従い関係会社から定期的及び適時に報告を受けております。



６．財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制

【基本方針】

　当社グループにおける財務報告に係る内部統制の基本方針を策定し、財務報告の適正性及び信頼性を確保するために必要な体制を整備・運
用・評価する。

【整備・運用状況の概要】

　「森六グループ 財務報告に係る内部統制 基本方針」及び「森六グループ財務報告に係る内部統制基本規定」を定め、それらに従い財務報告の

適正性及び信頼性を確保するために必要な体制の整備・運用・評価を行っております。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

【基本方針】

　監査役から求められた場合は、監査役の職務を補助すべき監査役スタッフを配置する。

【整備・運用状況の概要】

　監査役スタッフの配置を監査役から求められていないため、現在は監査役スタッフが配置されておりませんが、監査役から求められた場合に
は、監査役スタッフを配置いたします。

８．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

【基本方針】

(1) 監査役の職務を補助すべき監査役スタッフは、当該補助につき、監査役の指揮命令により遂行し、当社の役員及び従業員の指揮命令には服

さない。

(2) 当該監査役スタッフの人事異動・評価・懲戒処分は、予め監査役の同意を得たうえで決定する。

【整備・運用状況の概要】

　現在は監査役スタッフが配置されておりませんが、監査役スタッフが配置された場合には、監査役の指揮命令により職務を遂行させ、人事異動・
評価・懲戒処分は、予め監査役の同意を得たうえで決定いたします。

９．監査役への報告に関する体制

【基本方針】

(1) 当社グループの役員及び従業員は、社内規則又は監査役の要求により、当社グループの業務執行に関する事項を報告する。

(2) 重要会議への監査役の出席の機会を確保し、当該会議の付議資料・議事録等の資料の閲覧権限を監査役に対して付与する。

(3) 当社の内部監査室は、当社及び当社子会社の内部監査の結果を監査役に対して報告する。

(4) 監査役へ報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制を整備・運用する。

【整備・運用状況の概要】

(1) 当社グループの役員及び従業員は、社内規則又は監査役の要求により、業務執行に関する事項を報告しております。

(2) 取締役会及び執行役員会への監査役の出席の機会を確保し、当該会議の付議資料・議事録等の資料の閲覧権限を監査役に対して付与して

おります。

(3) 当社の内部監査室は、当社及び当社子会社の内部監査の結果を監査役に対して報告しております。

(4) 内部通報を行った役職員が、そのことを理由として不利な取扱いを受けないよう社内規定を定め、それに従った運用をしております。

10．監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

【基本方針】

　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理は、監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、これを行う。

【整備・運用状況の概要】

　監査役の職務の執行について生ずる費用は、監査役が必要と考える金額を予算措置しており、実際に発生した費用を当社が負担しております。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

【基本方針】

(1) 代表取締役社長及びその他の取締役は、監査役と適宜会合を持ち意思疎通を図る。

(2) 監査役と当社の内部監査室及び会計監査人との間で、監査結果等につき情報交換を行うなど、相互に連携を図る体制を整備・運用する。

【整備・運用状況の概要】

(1) 監査役は、代表取締役社長及びその他の取締役と適宜会合を持ち、意思疎通を図っております。

(2) 監査役は、当社内部監査室とは月１回の会合を持ち、会計監査人とは四半期毎に会合を持ち、情報交換を行い、相互に連携を図っています。

12．反社会的勢力排除に向けた体制

【基本方針】

　反社会的勢力との一切の関係を遮断するために、当社グループにおける反社会的勢力への対応の基本方針を策定し、反社会的勢力への対応
体制を整備・運用する。

【整備・運用状況の概要】

　「森六グループ反社会的勢力に対する基本方針」及び「反社会的勢力への対応規定」を定め、それらに従い反社会的勢力への対応体制を整備・
運用しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　以下の内容を「森六グループ反社会的勢力に対する基本方針」として定めております。

(1) 反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を遮断します。

(2) 反社会的勢力への資金提供、裏取引は一切行いません。

(3) 反社会的勢力に対する体制を整備し、組織全体での対応を図ります。

(4) 反社会的勢力に対しては、警察その他外部専門機関と連携し、適正に対応します。

(5) 反社会的勢力による不当要求に対しては、民事、刑事の両面から法的対応を行います。

２．反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

　「反社会的勢力への対応規定」を定め、以下の取り組みを行っております。

(1) 管理担当取締役を反社会的勢力対応統括責任者として選任し、総務担当部門を反社会的勢力対応統轄部署として選定するとともに、各拠点

に不当要求防止責任者を設置し、反社会的勢力からの不当要求等に対して組織的に対応する。



(2) 新規の取引先については取引開始時に、継続的な取引先については定期的に、反社会的勢力に該当しないか調査を行うとともに、取引契約

の締結に際しては反社会的勢力排除条項を含む契約書または同趣旨の覚書を締結する。

(3) 採用する社員について反社会的勢力に該当しないか調査を行うとともに、入社に際して反社会的勢力排除条項を含む誓約書を取得する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制】

　当社グループは経営理念・行動指針として、法令順守、人間尊重、顧客満足、社会貢献、進取の精神、同心協力の６項目を掲げ、国内外の法令
を遵守し、公平で公正な企業活動を通じ、信頼される企業グループを目指しております。この理念及び指針に基づき、迅速、正確かつ公平な会社
情報の開示を適切に行えるよう社内体制を構築・運用し、継続した体制強化を図ってまいります。

　ＩＲ担当役員を情報取扱責任者とし、広報・ＩＲ部を情報取扱責任部署として、社内情報伝達・管理体制の整備等を行い、経営企画室、管理部、人
事部、経理部、情報システム部、法務知財室及び関係会社の管理部門等の関係部署と、密接な連携の下に情報の把握、資料の作成及び適時開
示業務を行ってまいります。

１．決定事実及び決算情報等に関する情報

(1）決定事実に関する情報

　広報・ＩＲ部は取締役会等重要会議の付議事項を予め入手するとともに、当該会議終了後遅滞なくその議事録を入手します。また、稟議案件につ
いても情報を集約し、当社及び関係会社に関わる適時開示の対象となる決定事実の有無を調査したうえで、その結果を情報取扱責任者又は代
表取締役に報告するとともに、該当があれば直ちに開示資料を作成し、TDnet（Timely Disclosure Network : 適時開示情報伝達システム）及び当

社ホームページ等への適時開示を実施します。

(2）決算に関する情報

　広報・ＩＲ部は経理部を中心に、管理部、人事部、法務知財室、内部監査室及び関係会社の管理部門と共同で決算開示資料（決算短信、四半期
決算短信）を作成します。当該情報については、その結果を情報取扱責任者又は代表取締役に報告するとともに、原則として取締役会での決議を
経て、広報・ＩＲ部がTDnet及び当社ホームページ等への適時開示を行います。

２．発生事実に関する情報

　事故・災害等の当社グループ各社で発生した事実は、発生元の各グループ担当部署及び工場等の事業所より、管理部、人事部、経理部、情報
システム部、法務知財室又は関係会社の管理部門に報告することとなっております。これらの情報については、広報・IR部に集約され、当社及び
関係会社に係る適時開示の対象となる発生事実の有無を調査したうえで、その結果を情報取扱責任者又は代表取締役に報告するとともに、該当
があれば直ちに開示資料を作成し、TDnet及び当社ホームページ等への適時開示を行います。



 

【模式図（参考資料）】 
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【模式図（適時開示体制の概要）】 

１．決定事実及び決算情報に関する情報 
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２．発生事実に関する情報 
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【当社取締役及び監査役が有する知識・経験】 

 

 注） 上記一覧表は、取締役および監査役の有する全ての知識・経験を表すものではありません。 


